
議会改革の検証および
推進に関する提言

県民に選ばれた代表とし
て、適切な議会運営を行い、県
民の付託に応えるため議会改
革により一層取り組むことが
求められています。公明党県議
団は、山岸議長、続木副議長に、
●長野県議会基本条例に基づく議会改革推進会議の設置
●政務活動費に関して領収書等ホームページによる情報公開
●本会議のインターネットによるライブ中継及び録画中継
　への字幕表示など
８項目について検討を要望しました。（6月19日）

01 知事に来年度予算要望を実施

阿部知事に対し、来年度予算に向けての政策
要望を行いました。
●若者が気軽に相談できる窓口の設置など
　若者政策の推進
●帯状疱疹ワクチン接種費用の助成
●高校生の通学を支えるための交通手段の確保
　22項目にわたり、皆様からいただいた切実なお声を
踏まえ要望しました。
　阿部知事からは「公明党の考え方の方向性は私も同
じであり、しっかり取り組んでいきたい。」との回答が
ありました。
　政策の実現に向け、公明党県議団５名一致団結して、
議会質問などを通じ、今後も全力で粘り強く取り組ん
でいきます。(10月11日)

02

「カフェ＆コミュニティスペース
dot.」視察1

視察報告

大分県
　大分県が、大学卒業後に地元に戻っ
てきてほしいと福岡市（九州で進学す
る学生が多い）に令和２年６月設置。切
れ目のない情報発信や相談ができる場
所が必要と考えたとの事。
　自由に使える交流スペースやカフェ

スペースを用意し、大分県への就職・移住相談のほか、企業と求職
者 が 気 軽 に 出 会 え るMeet upイ ベ ン ト を 開 催（運 営 は 大 名
MEET）。dot.を介した大分県内就職者は年々増加しているそうで
す。こうしたことを受けて、「銀座NAGANO」への同様のスペース
設置について、県に提案を行いました。(4月25日)

「若者支援コンシェルジュ」視察2
視察報告

山形県
　山形県では地域活動に挑戦する若者
のフォローアップや相談窓口の設置、
若者サポーターの配置で活動支援の充
実を図り、その活動を発信することで、
若者にとって活躍できる場所であるこ
とを積極的に伝えていくなどの先進的

な取組を学ばせて頂きました。多様な困りごとを行政に相談する
若者が少ない現状から、若者が気軽に相談できる窓口設置や若者
がつながる「居場所づくり」「若者支援コンシェルジュ」の実現を
強く求めて参ります。（９月 12 日）

　人口減少・少子化・物価高騰など社会環境が閉塞感を増す中、自分らしく
生きることの難しさ、夢を抱きづらいと感じる若者は少なくありません。
こうした閉塞感を打ち破るカギは若者の声。公明党県議団では、若者と一
緒に地域を、未来を考えていくことが何より重要との観点から、若い世代
へのアンケート調査や意見交換をもとに政策を検討し、９月定例会では若
者政策について、以下の８項目を要望させていただきました。

❶結婚支援として、若者世代の可処分所得が増える取組の検討
❷婚活が目的でない若者が気軽に集える場の提供やイベントの開催
❸若者・単身者向けの居場所づくりの推進
❹インターネット上の仮想空間「メタバース」を活用した
　コミュニケーション空間の提供
❺若者に寄り添い、気軽に相談できる「若者支援コンシェルジュ」の設置
❻交通系ICカードの普及
❼県内のガソリン価格に対する取組みと今後の方向性
❽「長野県地域公共交通計画」の地域編の改定に
　若者の意見を取り入れること

8
項目 　この提案に、阿部知事

からは、「若者の主体性を
引き出せる環境整備は大
変重要。自分たちが行動
すれば社会は変わること
を実感できる長野県にし
ていきたい。」と力強い答
弁をいただきました。将
来に希望を持てる長野県
を目指し、公明党県議団
は、青年政策実現に向け
て取り組みます。

若者世代の声をくみとり　県に要望

（旧ツイッター）
公明党長野県議団Xは
コチラ▲

若者が自分らしく暮らせる社会を目指し、
青年政策の先頭に！
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認知症の方に寄り添う共生社会の構築について

長野県旅館ホテル組合会役員の皆さんとの懇談 総務企画警察委員会審査
　長野県で暮らす人も訪れる人も楽しめる「世界水準の山岳高原観光づく
り」の推進に向けた「長野県観光振興税(仮称)」について課題やご意見をい
ただきました。

　認知症の警察における地域での役割や行方不明者捜索での専門的な知識の
研修の提案など、一般質問のさらなる掘り下げた質問や提案を行ないました。

正副議長・各派代表者と知事との懇談会
建設女子との懇談会
　「誰もが自分らしく働き続けられる建設業になるために」建設業界で働く
女性との３回目の懇談です。
　子育てと仕事の両立では、年間120日の休暇が必須である、男性の育児参

　また、地域が抱える課題のお声から、
高校生の通学手段の路線バス運転手確
保のための支援、県情報を県民に届ける
手段「長野県公式LINEアカウント」運用
について県の考え方をお聞きしました。

　能登半島地震の教訓から地震防災対策のさらなる強化へ、トイレ環境の
さらなる整備や蓄電池購入補助、行政の防災・危機管理局における女性職

員の配置を求め、人口減少対策をさらに進
めるために、若者へのアンケート調査から
固定的価値観の解消と多様性を受け入れる
県づくり、若者の単身世帯向けの居場所や
気軽に相談できる相場所と若者支援サ
ポーターの創設を求めました。

加のマニュアル化の作成、男女
賃金格差の現状としくみ改善
など建設業界が若者と女性に
選ばれるための具体的なヒント
をいただきました。県への要望
を含めた声を届ける活動に繋
げて行きます。

中小企業が賃上げをしやすい環境へ「価格転嫁支援」について意見交換  長野県よろず支援拠点

連絡先
所在地

▲

〒386-1102  上田市上田原707－３  クラエンタービル104号
　☎　

▲

0268-75-7279　　F A X

▲

0268-75-7706
e-mail

▲

お気軽に、ご意見ご要望お聞かせください

　観光による地域への経済効果を高め
る事が重要です。旅行者アンケートによ
ると全国比較で満足度が高い一方、「自
然環境の保全」や「景観の整備」を求める
声が多く、さらなる観光立県を目指して
様々なお声を聴いてまいります。

高齢人口がピークを迎える2040年にむけ、認
知症の方が孤立することがない共生社会の構築
を目指し、質問させて頂きました。一般質問の
内容は右記のQRコードより視聴できます。
ぜひ、ご覧ください。

　中小企業庁より価格転嫁サポート窓口の指定を受け、令和6年４月に「価格転嫁サポートチーム」を設置。現在、県内中小企業の６割が様々な形で価格転嫁
が実施されているが、４割の企業が「仕事がなくなる」「言っても無駄」などの理由で値上げ要請をしていないのが現状。値上げをする根拠・背景（原材料・エ
ネルギーコスト・労務費）を数値で示すエビデンス資料を専門家が寄り添い行動に移すための、支援の周知が必要です。

【価格転嫁相談窓口】 ◆ 価格転嫁サポート窓口（長野県よろず支援拠点）　      相談無料
　　　　　　　　　　　　　検索 「長野県よろず支援拠点」 ☎ ０２６－２２７－５８７５
                               ◆ 下請かけこみ寺（公益財団法人長野県産業振興機構）  相談無料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　☎ ０１２０－４１８－６１８

皆さんのお声を県政に届けます  ～9月定例議会  一般質問から～

主な活動の報告

A3  【健康福祉部長】議員ご指摘のとおり、ユマニチュードは家庭や高齢者
施設等における認知症の人への適切な接し方のための効果的な技法
の一つであると認識している。 県内でもユマニチュードの技法を取
り入れている医療機関や高齢者施設もあり、先日開催した県主催の
「認知症フォーラム」においても、ケア技法のひとつとして、講師から
紹介されたところです。 今後もユマニチュードを含め、適切なケアや
対応の普及に取り組んでいきたい。

Q4  認知症の行方不明者捜索について、行動パターンや捜索のコツを
知っておくことで早期の発見につながると思われるが、認知症の専
門知識を持つ関係者との連携や捜索時に関する知識の研修等につい
ての現状と見解を伺う。 

A4  【警察本部長】県内における本年8月末までの認知症に係る行方不明
者数は268人で、そのうち257人の方は無事に発見されている。 認知
症の方の行動や特性を踏まえた上で創作活動を行うことが早期発見
につながることから、県警察では職員に対して認知症に関する教養
や部外講師による認知症サポーター養成講座を受講させるなど、認
知症に対する知識と理解を深めている。

　本年１月に施行された「認知症基本法」により、誰もが認知症になり得る
という認識のもと「共生社会」の実現を目指すためのさらなる取組を求め
ました。

Q1  新たな認知症観に対する深い知識と認知症の方を地域で支える社会
の構築に協力して頂くため、認知症サポーターが更に活躍できる取
組が必要と考えるが見解を伺う。

A1  【健康福祉部長】認知症サポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組
みである 「チームオレンジ」の取組が県内でも始まっており、現在16
市町村において活動が行われている。今年度、ステップアップ講座の
標準テキスト作成等の支援も進めている。

Q2  共生社会の実現を進める中で警察との連携はどのようになっている
のか。

A2  【健康福祉部長】県では、「認知症施策推進懇談会」を開催し、長野県警
察本部の生活安全部及び交通部も参画し、連携や 情報共有を図りな
がら取組んでいるところです。 また、地域での行方不明者の捜索等に
ついて、行政と警察とが協力し、地域住民も参加する「認知症等行方
不明者捜索訓練」等も行なっている。

Q3  認知症の方の行動・心理症状（BPSD)の発生を抑制し、当事者と家族
等の尊厳ある暮らしを守るために、また介護施設の負担を少しでも
取り除くために「ユマニチュード」の普及に積極的に取り組むべきと
考えるがいかがか。



川上質問
　２０４０年問題における自治体存続への危機感について
伺う。
知事答弁
　小規模な市町村が多く、職員派遣、事務委託に加えて、広域
連合等の有効活用など県・市町村の役割分担について踏み込
んで検討していかなければならないと思う。
川上質問
　市町村と連携し育休退園の廃止を促進すべきと考えるがい
かがか。
こども若者局長答弁
　保育士の確保や保育補助者の活用、ＩＣＴ化の推進による
職場環境の改善など、市町村の保育環境の整備を支援し、育
休退園の見直しが更に進むよう市町村と共に取り組む。
川上質問
　「銀座ＮＡＧＡＮＯ」について、若者と県内企業とのマッチン
グを図るための場所として活用を推進すべきと考えるが、いか
がか。
営業局長答弁
　現在２階にある観光案内機能を５階に移設し、移住と観光
の連携を強化するとともに、信州にゆかりのある方々が集う場
として、関係人口、交流人口の増加に繋がるよう取り組む。

【お気軽にご意見、ご要望をお聞かせください】

2024年 秋号

〒395-0152　飯田市育良町2丁目20-3　☎0265-48-5258　FAX.026-403-2220　e-mail／kawakami.nobuhiko0728@gmail.com

川上のぶひこ  県議会だより
長野県議会議員

６月・９月定例会の一般質問や委員会、要望活動等を紹介します

川上質問
　女性・若者の地方回帰を進め
るため、女性・若者に魅力的な
企業の誘致を市町村と連携して
進めることが必要と考えるが、
所見を伺う。
産業労働部長答弁
　県独自の制度である本社等移

転促進助成金について、現在拡充を検討しているところであ
り、併せて市町村とは、東京・名古屋・大阪の県外事務所の立
地推進役と一緒に企業訪問するなど、一層連携して企業誘致
に努める。

６月定例会一般質問：少子化・人口減少対策について

９月定例会環境文教委員会質疑 下伊那北部・南部町村議員会の要望活動

詳しくはこちらをご覧ください→

環境文教委員会県内現地調査

教育委員会
中学校部活動の地域クラブ活動への移行について、
学校と地域をつなぐ連携コーディネーター配置事業
について、高校での部活動の取り組みについて質問。
環境部
小水力発電について、水による地域環境再生に関わる
取り組みについて、ＰＰＡ方式による公共施設への太
陽光発電設備の導入について質問。

９月２６日
県議会９月定例会が開会。定例会
の前後で、下伊那郡北部ブロック
町村議会より、県関係部局及び議
長・副議長に対して、社会福祉分
野における専門人材の確保、竹林

整備に係わる支援、小中学校給食費負担への財政支援、国県道の整備
促進等８項目について要望活動を実施。
１０月１１日
県議会９月定例会最終日。下伊那郡南部地区議員会より、県関係部局
及び議長・副議長に対して、国県道
の整備促進、森林造成事業の促
進、地域公共交通対策の推進、県
立阿南高校の存続、南部地域とリ
ニア県駅間のアクセス道路整備促
進、県立阿南病院の医師確保等12
項目について要望活動を実施。

８月８日
環境文教委員会（中信・南
信地区）現地調査。飯田市
ではおひさま進歩エネル
ギーによる野底川小水力発
電事業について調査。エネ
ルギーの地産地消は持続
可能な地域づくりに重要な役割を果たすと感じた。
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